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つるがしま生活応援商品券発行業務委託仕様書 

 

１ 業務の名称 

つるがしま生活応援商品券発行業務委託 

 

２ 業務の目的 

食料品などの物価高騰による市民の負担を軽減するとともに、市内における消費行動を促し、市

内店舗の活性化を図るため、国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、１９歳以上

の市民に対し、１人当たり４，０００円の商品券（以下「商品券」という。）を配付する。 

   

３ 業務期間 

契約締結日から令和８年１２月２８日（月）までとする。 

※契約締結日は、４月下旬を予定 

 

(1) 取扱店の募集期間 令和８年５月上旬～（予定） 

   ※市でも令和８年４月から仮申込を実施し、データを提供します。 

(2) 商品券の作成 令和８年５月上旬～（予定） 

（3）ＰＲ用ポスター等作成 令和８年５月上旬～（予定） 

（4）取扱い店にポスター、マニュアルなどを送付 令和８年６月中旬（予定） 

(5) 商品券の発送 令和８年６月下旬（予定）  

   ※６月３０日（火）までに必着とすること。 

(6) 商品券の有効期間 令和８年７月１日（水）～令和８年９月３０日（水）（予定） 

(7) 商品券の換金・精算 令和８年１１月３０日（月）まで（予定） 

 

４ 商品券事業の概要 

(1) 対象者 

令和８年３月３１日（火）（以下「基準日」という。）において、次の全てに該当する者 

① 基準日において、鶴ヶ島市の住民基本台帳に記録されている者。 

② 基準日において、１９歳以上の者 

  ③ 商品券発送時点で、引き続き、鶴ヶ島市に居住している者。 

     なお、プロポーザルの見積書作成にあっては、６１，０００人（想定）で積算を行うこと。 

(2) 送付枚数  

基準日の鶴ヶ島市世帯数。ただし実際に送付できたものとする。（再送分を含む） 

なお、プロポーザルの見積作成にあっては、３４，５００世帯（想定）で積算を行うこと。 

（3）１人当たりの商品券発行額 

    １冊当たり４，０００円（１，０００円券×４枚） 

   券種は無し。（全て共通券のみ） 

（4）配付方法 

   世帯主宛に該当者分全てを簡易書留など追跡可能なもので送付。 
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（5）利用期間 

    令和８年７月１日（水）～ 令和８年９月３０日（水） 

（6）利用可能店舗 

   公募により申込された店舗（３００店舗を想定） 

 

５ 業務内容 

(1) 紙商品券発行費用一式（印刷費、デザイン料、発送費込み） 

1人当たり、１，０００円券×４枚を１冊とする。 

① 偽造防止処理、通し番号等の対策を講じること。 

② 縦７５ｍｍ×横１４９ｍｍ程度、上質紙９０ｋｇ程度、表面４色刷り、裏面１色刷り（墨色） 

③ 使用可能な期間を明記すること。その他、記載内容は市と協議とする。 

④ 見本と分かるようにした上で、店舗用に見本を４００枚作成すること。 

⑤ 利用者案内を作成し同封すること。（Ａ３両面カラー（４色刷り） 三つ折り） 

⑥ 配付は簡易書留またはゆうパック等の受取人が受領した記録がわかるものを基本とする。 

⑦ 不達の商品券の再発送を行うこと。（市の指示による。） 

 (2) 取扱店の募集等 

① 説明会の開催（２回以上実施。会場は市が用意する。資料は受注者が用意すること。なお、

オンラインや動画配信による説明会も市と協議の上、可とする。） 

② 取扱店の案内文（Ａ４片面（墨字）） 

③ 取扱店募集チラシ（Ａ４両面カラー（２色刷り以上）の作成 

④ 電子申請による申込に対応する。 

⑤ 申込窓口の設置（２週間程度・会場は市が用意する。） 

⑥ 取扱店の登録をサポートする。 

(3) 販促物等（印刷費、デザイン料、発送費込み） 

 販促物等（次表のとおり）の作成、各店舗への送付 

 内 容 規 格 数 量 備考 

①  ポスター Ａ２ ４００枚 
予備分を含む 

データは、ＰＤＦ 

②  チラシ（市民向け） Ａ４ データのみ データは、ＰＤＦ 

③  取扱店舗マニュアルの作成 Ａ４冊子 
４００枚 

データ 

予備分を含む 

データは、ＰＤＦ 

④  商品券（見本） 
仕様は、（1）に 

記載 
４００枚 

予備分を含む 

（1）で作成 

 

（4）換金 

① 換金リストを作成し管理すること。 

② 請求書の受領と商品券の回収を含む。 

③ 毎月末日締め、翌月支払いとする。（支払日は、任意に設定可能とする。） 

(5) 効果検証 

① 事業者へのアンケートを実施する。 
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   なお、アンケート内容は、事前に市と協議すること。 

② 実績データの提供（商品券導入による経済効果が分かるもの） 

(6) 実績報告 

商品券の精算・確定後、令和８年１２月２８日（月）までに、関係書類を添えて事業実績報告

書を提出すること。 

 

６ 商品券の利用原資分の支払い及び精算 

（1）事務経費に係る委託料とは別に商品券利用分原資（以下「原資」という）を受注者に支払う。 

（2）原資は、受注者から請求があった場合に概算払いすることができるものとし、受注者への送金

時期、送金時の送金額等については、市と受注者が協議の上決定する。 

（3）全ての業務を完了するまで、市から支払を受けた原資を専用の口座において適切に管理するこ

と。 

（4）本業務終了後、市から支払を受けた原資に残額が生じた場合は、市が指示する所定の手続きを

行い、速やかに返納すること。 

 

７ 特記事項 

(1)  積算根拠となる内訳を提出すること。 

なお、本契約は、プロポーザルで指定した数量では無く、基準日時点の商品券発行対象者数及

び鶴ヶ島市世帯数の数を基本とし、市と受託候補者の協議により決定する。 

(2)  商品券及びポスターなどの広告物の作成に、「国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交

付金を活用した事業」と明記すること。 

（3）印刷物の校正は、２回程度を想定 

  なお、印刷物の著作権及び使用権は、市に帰属するものとする。 

（4）コールセンターは、設置しない。 

 市が窓口を設置し、二次的に確認が必要な場合は、市から問合せがあるので、連絡体制を

構築すること。 

 

８ その他 

(1) 本業務の実施に当たっては、円滑かつ効率的に進めるため、発注者と密接な関係を保ちつつ

履行することとする。 

なお、業務内容について疑義が生じたときは、受注者はその都度、市に報告の上、市の指示

を確認することとする。 

(2) 守秘義務 

事業実施のための個人情報の取扱については、本市の「契約条項（委託）」に定めるところに

より、遵守することとする。 

(3) 疑義について 

本委託業務の実施に際しての詳細な事項及び本仕様に記載のない事項は、その都度発注者と

受注者で協議のうえ、適切に処理することとする。 


